
財政局　平成２５年度　局運営方針
１．主な現状と課題

年末の内閣府の月例経済報告によると、「景気は、世界景気の減速等を背景とし
て、このところ弱い動きとなっている。」更に「先行きについては、当面は弱さが
残るものの、復興需要が引き続き下支えするなかで、海外経済の状況が改善するに
つれ、再び景気回復へ向かうことが期待される。ただし、海外経済を巡る不確実性
は依然として高く、我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、雇用・
所得環境の先行き、デフレの影響等にも注意が必要である。」と示されており、地
方財政は依然として厳しい状況が予想されています。

（２）税負担の公平性確保の観点から、市税等の収納率向上が課題となっており、
更なる収納対策の推進が求められています。

（１）健全な財政運営を維持するためには、歳入予算の大きなウェイトを占める
市税収入の確保が強く求められています。

①市税(48.9％)
2,186億2,923万7千円

②国庫支出金(16.2％)
723億3,282万2千円

③市債(13.2％)
589億8,270万円

④諸収入(6.8％)
305億6,302万9千円

⑤県支出金(3.4％)
152億5,735万6千円

⑥地方消費税交付金(2.4％)
107億9,300万円

⑦繰入金(1.9％)
84億6,265万6千円

⑧地方交付税(1.7％)
77億9,100万円 ⑨使用料及び手数料(1.4％)

62億2,002万円
⑩軽油引取税交付金
(1.4％)60億4,800万1千円

○その他(2.8％)
124億4,017万9千円

歳 入
4,475億2,000万円

平成25年度さいたま市一般会計予算における歳入予算の内訳
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市税収納率の推移

※平成23年度から、債権整理の専門組織である「債権整理推進室」を設置。
※平成23年度以前は決算。平成24年度は当初予算。平成25年度は当初予算見込。
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２．基本方針・施策体系別主要事業

（１）滞納の未然防止、収納事務の効率化を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

1 拡 さいたま市納税催告セ 24,050 27,820 納期限経過後も納付の確認ができない市税等

ンター事業 (0) (0) 納税者に対し、民間委託により電話での納税

〔収納対策課〕 の呼びかけを実施。対象範囲を国民健康保険

税単独未納者にも拡大し、市税と国保税の累

積滞納を防止

2 拡 徴収金収納事務事業 19,850 14,972 納税等により収納された市税の消込等の業務

〔収納調査課〕 (0) (0) 委託に国民健康保険税の消込等を追加し事務

効率を向上

（２）電気自動車普及施策｢E-KIZUNA　Project｣を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

3 総 次世代自動車の導入 3,410 9,515 次世代自動車(電気自動車・ＣＮＧ・ハイブ

防 〔庁舎管理課〕 (3,410) (9,515) リッド車)の率先的導入により、市公用車の次

世代自動車化を推進

（３）市債の計画的かつ適正な償還を実施します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 25年度 24年度 説明

4 新 市場公募地方債の満期 10,000,000 0 平成15年度に発行した市場公募地方債につい

一括償還 (0) (0) て、計画的に積み立てた減債基金の取崩し及

〔財政課〕 び借換債により満期で一括償還

　税収の大幅な増が見込めない状況下において、予算や契約、税務事務など管理事務のよ
り一層の効率化・適正化を図ることにより、１円たりとも税金を無駄にしないよう、正確
で迅速かつ丁寧な事務執行を行います。
　また、環境に配慮した次世代自動車の導入により、地球温暖化防止に向けた取組を推進
します。

　税収の大幅な増が見込めない状況下において、予算や契約、税務など管理事務のより一
層の効率化・適正化を図ることにより、限りある財源を有効かつ効果的に活用して事務執
行を行います。
　また、環境に配慮した次世代自動車の導入により、地球温暖化防止に向けた取組を推進
します。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画新実施計画事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策
            子 … 高齢者支援、子育て支援、教育の充実　　健 … 健康増進、スポーツ振興　　活 … 地域経済の活性化
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３．行財政改革への取組

(１)　賠償責任保険の一本化

　　①　各事業ごとに加入している賠償責任保険について、可能な範囲で「全国市長会市民総

　　　合賠償補償保険」に一本化することにより、全庁的な経費削減及び事務の効率化を図り

　　　ます。〔用地管財課〕

(２)　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

　　①　個人市民税特別徴収の勧奨をより効果的に行うため、通知発送数を見直しました。

　　　〔市民税課〕（2,415千円）

　　②　業務の発注方法を見直し、印刷及び封入封緘業務を一本化することにより、金額及び

　　　事務負担の軽減を図りました。〔収納調査課〕（1,006千円）

　　③　帳票等の必要見込量を見直しました。〔収納対策課・債権回収課〕（468千円）

既存事業の見直しによるコスト削減額 8,981
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